
納税義務者数および課税対象所得額の割合(1985)

給与所得者

その他の事業所得者

営業所得者

その他の所得者

農業所得者

分離課税をした者

(個人所得指標から作成)

課税対象所得額の都市階層区分(1985)

合計111兆9484億円

(個人所得指標から作成)

1人あたり所得額および所得水準値による区分(1985)

(個人所得指標から作成)

勤労者 1世帯あたり実収入と実支出の割合(1984)

月間実収入37万5863円

月間実支出33万2273円

(全国消費実態調査報告から作成)

勤労者 1世帯あたり貯蓄と負債の割合(1984)

貯蓄現在高563.2万円

負債現在高276.6万円

(全国消費実態調査報告から作成)
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1985年4月1日から1986年3月31日までの1年間における我が国の課税

対象所得額の総額は 111兆9483億6556万1000円で、その納税義務者の総数

は4297万4337人である。

課税対象所得額および納税義務者数の内訳は、①給与所得およびその所

得者・93兆4013億2383万4000円 (83.4％)・3742万3483人 (87.1％)②営

業所得およびその所得者・6兆261億 4499万1000円 (5.4％)・270万

7703人 (6.3％)③その他の事業所得およびその所得者・4兆1252億9826

万4000円 (3.7％)・118万4022人(2.7％)④その他の所得および所得

者・ 2兆6936億3097万7000円 (2.4％)・77万5599人 (1.8％)⑤農業所

得およびその所得者・9934億7051万6000円 (0.9％)・55万4060人(1.3％)

⑥分離課税およびその所得者・4兆7084億9697万9000円 (4.2％ )・32万

9470人 (0.8％)である。

納税義務者数の都道府県別内訳では、最も多いのは東京都の478万3854人

円で、最も少ないのは鳥取県の21万6877人である。

課税対象所得額の都道府県別内訳では、最も多いのは東京都の15兆1120

億円で、最も少ないのは鳥取県の4533億円である。

納税義務者1人あたり所得金額の平均は260万5000円である。都道府県

別内訳では、300万円以上が東京都、神奈川県で、最も多いのは東京都の

315万9000円である。220万円未満は12県で、最も少ないのは秋田県の203

万2000円である。

納税義務者の課税標準額の階級区分で最も多いのは、120万円以上220

万円未満で、1136万2537人になり全納税者数の26.4％を占めている。また、

370万円以上が122万 7433人 (7.5％)で、20万円未満が 736万5463人

(17.2％)である。

納税義務者数とは、市町村民税所得割の納税義務者数 (退職所得に係る

分離課税分を除く)である。課税対象所得額とは、市町村民税所得額の課

税対象となった所得金額 (退職所得に係る分離課税分を除く)である。課

税標準額とは、課税対象所得額に応じた課税の標準額である。納税者1人

あたり所得金額とは、課税対象所得額を納税義務者数で割った各市町村に

おける納税義務者1人あたり所得額である。

1.市町村税務研究会，昭和61年個人所得指標

1985年4月1日から1986年3月31日までの1年間における我が国の人口

1人あたり課税対象所得額の全国平均は、93万3000円である。

人口1人あたり課税対象所得額について、全国平均額を水準値の100と

して市区(区は東京都のみ)町村別にみると、140以上は34(1％)で、

最も高いのは千代田区(東京都)の253.7である。40未満は81(2.5％)で、

最も低いのは城辺町 (沖縄県)の19.6である。都道府県別では、最も高い

のは東京都の140で、最も低いのは沖縄県の56.7である。

1.市町村税務研究会，昭和61年個人所得指標

1984年における我が国の勤労者世帯の世帯主の平均年齢は42.2才、平均

世帯人員は3.87人であり、そのうち、就業者は平均1.62人である。

1世帯あたり1ヵ月の実収入の全国平均は、37万5863円である。

実収入のうち最も多いのは勤め先収入で、34万6105円になり実収入の

92.1％を占めている。その他は内職などによる収入である。

勤め先収入の内訳は、世帯主収入が29万4354円、妻の収入が3万2469円、

他の世帯員収入が1万9281円である。

実収入の平均額について年間収入を4階層に区分し、都道府県別にみる

と、①400万円未満では、最も高いのは滋賀県27万4948円、最も少ないの

は沖縄県20万5914円、②400～600万円では、最も高いのは滋賀県38万3519

円、最も少ないのは青森県31万6440円、③600～800万円では、最も多いの

は島根県の49万4697円、最も少ないのは徳島県42万6378円、④ 800万円以

上では、最も高いのは東京都67万8841円、最も少ないのは秋田県53万2887

円である。

1世帯あたり1ヵ月の実支出の全国平均は、33万2273円である。

実支出のうち最も多いのは消費支出で、27万3188円になり実支出の82.2

％を占めている。消費支出の中で最も多いのは食料費の 7万6663円で、消

費支出の28.1％を占めている。

実支出の平均額について年間収入を4階層に区分し、都道府県別にみる

と、① 400万円未満では、最も高いのは東京都24万8796円、最も少ないの

は沖縄県18万1666円、②400～600万円では、最も高いのは茨城県32万3505

円、最も少ないのは岩手県27万8878円、③600～800万円では、最も高いの

は香川県43万4793円、最も少ないのは沖縄県33万5815円、④800万円以上

では、最も高いのは香川県57万648円、最も少ないのは鹿児島県44万6017

円である。

勤労者世帯とは、居住する者が 2人以上の普通世帯で、世帯主が勤労者

(会社・工場・商店・官公庁・学校などに雇用されている)の世帯である。

実収入と実支出は、9月から11月までの3ヵ月間における1ヵ月の平均

額である。

実収入のうち、特別収入とは受贈金などである。実支出のうち、非消費

支出とは税金・社会保障費などである。

1.総務庁統計局，昭和59年全国消費実態調査報告

2.総務庁統計局，昭和61年家計調査年報

1984年11月30日現在における我が国の勤労者世帯の1世帯あたり貯蓄現

在高の全国平均は、563万2000円である。その内訳では、郵便局・銀行な

どの預貯金が多く、その中で最も多いのは「定期性預貯金」の299万2000

円で、貯蓄現在高の46.4％を占めている。

年間収入に対する貯蓄現在高の比率について年間収入を4階層に区分し、

都道府県別にみると、① 400万円未満では、最も多いのは鳥取県126％、

最も少ないのは沖縄県46％、②400～600万円では、最も多いのは広島県

123％、最も少ないのは沖縄県64％、③600～800万円では、最も多いの

は埼玉県129％、最も少ないのは沖縄県64％、④ 800万円以上では、最も

多いのは香川県153％、最も少ないのは沖縄県77％である。

勤労者世帯の1世帯あたり負債現在高の全図平均は、276万6000円であ

る。その内訳で最も多いのは「住宅・土地のため」の256万3000円で、負

債現在高の92.8％を占めている。

勤労者世帯のうち、「住宅・土地のため」の負債がある世帯の割合は、

31.6％になり、そのうち、世帯主の年齢が40歳代の世帯が最も高い比率で

39.2％を占めている。

貯蓄の内訳で「その他」とは、社内預金 (平均36万円)などの金融機関

以外の貯金である。負債の内訳で「その他」とは、月賦・年賦 (平均20万

円)である。

1.総務庁統計局，昭和59年全国消費実態調査報告

2.総務庁統計局，昭和61年家計調査年報

課税対象

所得額

納税義務者数

4297万人

111兆9484億円

給与所得者

営業所得者

農業所得者

その他の事業
所得者

その他の所得者

分離課税をした者



所 得 規 模

43.1
納税義務者数

課税対象所得額

岡山
68

課税標準額

(1985)

1:5,000,000

159

所 得 格 差

(1985)

都府県界

市町村界および東京都の区界

1:5,000,000
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所得規模． 所得格差

(単位万人)

(単位100億円)

都道府県名

納税義務者数

370万円以上

220万円以上 370万円未満

120万円以上 220万円未満

95万円以上 120万円未満

70万円以上 95万円未満

45万円以上 70万円未満

20万円以上 45万円未満

20万円未満

300万円以上

280万円以上 300万円未満

260万円以上 280万円未満

240万円以上 260万円未満

220万円以上 240万円未満

220万円未満

納税義務者1人あたり所得金額

課税対象所得額

人口 1人あたり所得の水準値(全国平均＝100)

140以上

120以上 140未満

100以上 120未満

80以上 100未満

60以上 80未満

40以上 60未満

40未満

人口1人あたり所得

全国平均 93.3万円



(1984) (1984)

43.2
実 収 入

実 支 出

実 収 入

事業・ 内職収 入

その他の経常収 入

特別収入

実 支 出

食料

住居、光熱・水道

被服 および履物

教育、教養娯楽

家具、保険医療 等

その他の 消費 支出

非消費支出

1:8,000,000

(1984) (1984)

年間収入800万 円以上の階層

175

勤労者の1世帯あたり収入と支出

勤労者の1世帯あたり収入と支出

年間収入400万円～600万円の階層

勤労者の 1世帯あたり収入と支出

年間収入400万円未満の階層

(実収入および実支出は9～11月の平均)

勤労者の 1世帯あたり収入と支出

年間収入600万円～800万円の階層

勤労者の 1世帯あたり収入と支出

勤め先収入



43.3

(1984) (1984)

貯 蓄 現 在 高

負 債 現 在 高

貯 蓄

郵便局・銀行など

生命保険

負 債

住宅・土地のため

その他

貸付信託・金銭信託

債券、 公社債投資信託

株 式・株 式投資信託

その他

年間収入に対する貯蓄現在高の比率

1:8,000,000

(1984) (1984)

176

90％以上 100％未満

80％以上 90％未満

80％未満100％以上 110％未満

110％以上 120％未満

120％以上

勤労者の 1世帯あたり貯蓄と負債 勤労者の1世帯あたり貯蓄と負債

年間収入400万円～600万円の階層

勤労者の 1世帯あたり貯蓄と負債

年間収入800万円以上の階層

勤労者の 1世帯あたり貯蓄と負債

年間収入600万円～800万円の階層

年間収入400万円未満の階層

勤労者の 1世帯あたり貯蓄と負債
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